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第一章 はじめに                        

1-1 研究背景と目的 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災では、地震に加

えて津波の影響が大きく、被害が広範に及び人的・物的

共に多大な被害をもたらした。発災直後の避難者数は約

47万人で、令和 3 年 9 月現在もなお約 4 万人が全国

で避難生活を送っていた。 

また、2016 年 4月の熊本地震では、地震後には 18万

人を超える人々が避難し、物的被害は全壊約 8300 棟、

住家被害計が 16万棟。加えて、最大約 45万戸断水、約

48万戸停電、約 11万戸ガス供給停止となり、交通網も

道路・鉄道・空路が一時不通になった。 

自然災害により自宅を失った場合、被災者は仮設住宅

で長い生活再建を始めなければならない。 

本研究の目的は、2011 年東日本大震災と 2016 年熊本

地震において供給された建設型仮設住宅とみなし仮設

住宅に対して、両仮設住宅の比較分析を行い課題を明ら

かにすることである。それを通じて、みなし仮設住宅の

持つ課題の重要性を社会に提案したい。 

また、熊本県益城町の両仮設住宅入居者と行政職員に

行った現地インタビュー調査を通じて、両仮設住宅の違

いを再確認し、仮設住宅やその運用制度の発展の可能性

を検討する。 

第二章 日本の応急仮設住宅の概況導入        

2-1 日本の避難生活の流れ 

①避難所。体育館など一時避難できる場所である。居住

性能の関係で長時間の避難は不可能である。②応急仮設

住宅。再建を前提として原則的に 2年の入居期限がある。

しかしながら、延長できる場合もある。③災害公営住宅。

恒久的に暮らすことが可能である。 

2-3 日本の応急仮設住宅の歴史  

 江戸時代には災害で被災した人々のために幕府や藩

などが救済施設として「お救い小屋」を建てた。近代的

な仮設住宅としては、関東大震災からの復興のため、翌

年（1924 年）に同潤会が建設した「同潤会仮設住宅」が

応急仮設住宅の最初の事例である。団地内には託児所や

授産所なども設置していた。居住者の立場にたった住宅

だった。 

第三章 みなし仮設住宅               

3-1 みなし仮設住宅とは 

みなし仮設とは、災害により住宅が居住不能となった

被災者に対し、地方公共団体が民間賃貸住宅を借り上げ

て被災者に供与するものである。一般に仮設住宅と言う

と、プレハブ仮設住宅等による建設型を指すことが多い。

民間賃貸住宅の借上げが正式用語。みなし仮設、借り上

げ仮設とも呼ばれる。 

3-2 災害救助法に基づく制度の仕組み 

「現物供与」という災害救助法の原則から、その賃貸

借契約は貸主、都道府県(借主)、被災者(入居者)の三者

により締結し、都道府県は借り上げた物件を被災者に応

急仮設住宅として供与する仕組みになっている。申込の

流れでは、マッチング方式と被災者自らが探す方式があ

る。マッチング方式では行政が事前にみなし仮設に活用

する賃貸住宅を確保する点が異なっている。現場で混乱

しないように、2つの方式を組み合わせずに、どちらか

の方式だけで対応することを原則とする。都道府県は契

約書に基づいて、退去修繕負担金と賃料（上限額あり）、

仲介手数料、保険料を負担する。水道光熱費は入居者が

負担する。また、住み替えにおいては、家主の都合によ

り賃貸契約の更新を拒否されることもある、同居者から

の暴力である DV 被害などが発生、または健康悪化状態

になる場合は住み替えることも可能である。 

第四章 熊本県のデータ分析              

比較対象として東日本大震災における宮城県のデー

タを使用する。東日本大震災において宮城県はみなし仮

設の供給量が他県と比較して多く比較対象として適切

と言える。また、宮城県の都市構成は熊本県と類似して

いる。 

4-4 仮設住宅の立地分布 

熊本県の多くのみなし仮設住宅は、ほぼ熊本市を中心

に集中している。宮城県のみなし仮設住宅の分布は分散

型である。各市町村にもある数量のみなし仮設があり、

訪問の距離が遠い。そのため、宮城県ではみなし仮設の

訪問は熊本県より困難である。建設型団地の敷地を選択

することについては、山地を避けて平地に建設されると

いう傾向が見られる。しかしながら、都市内には広い平

地を探しにくいので大規模の建設型団地を建てること

は困難である。 

図 1 みなし仮設住宅の立地分布比較 

図 2 建設型仮設住宅立地分布比較 

 

3504
ᴮ71ᴯ

2145
ᴮ34ᴯ

5075
ᴮ/1/ᴯ

1105
ᴮ07ᴯ1753

ᴮ03ᴯ

421
ᴮ5ᴯ

15
ᴮ/ᴯ

0.4
ᴮ5ᴯ

373
ᴮ4ᴯ

1523
ᴮ/7ᴯ

7/.
ᴮ6ᴯ

//04
ᴮ3ᴯ

162
ᴮ1ᴯ

524
ᴮ7ᴯ

42
ᴮ0ᴯ

仙台市

ᴮ/6ᴯ

ᴮ0/ᴯ
ᴮ//ᴯ

ᴮᶃᴯ

ᴮ4ᴯ

ᴮ/ᴯ
ᴮ4ᴯ

ᴮ3ᴯ

ᴮ2ᴯ

ᴮ0ᴯ

ᴮ6ᴯ

ᴮ/ᴯ

ᴮ4ᴯ

ᴮ4ᴯ

ᴮ1ᴯ

ᴮ1ᴯ

32/

/21

/54

/./

2/

7/
0.

9

2./
1/0

203
0.6

/340

006
4

17

熊本市



第五章 益城町における現地インタビュー調査        

2022 年 11月 15日と 16日に益城町木山仮設団地と熊

本県庁で仮設住宅入居者 3人、行政職員 3人にインタビ

ューを実施した。このインタビュー内容を含め、みなし

仮設と建設型団地の違いを明らかにするために情報を

整理する。 

5-2 行政による対応 

（1）被災者の現状把握 

図 3 益城町仮設入居者の入居前後の相談内容 

 

（3）仮設住宅制度運用上の問題点 

みなし仮設の問題点には、①親子物件や親戚物件の発

生、②個別訪問の拒否、③本心の相談がしにくいなどが

あり、建設型仮設団地には、④滞留志望、⑤団地内派閥

の発生などがある。 

5-3 契約期間終了後の被災者の動向 

みなし仮設住宅契約期間中に行政職員は被災者に個

別訪問を通して、自宅再建の状況の把握を行っている。

訪問により、物件の再契約の可否を判断している。契約

期間終了後の被災者の動向としては、元の地域に戻った

り、みなし仮設を再契約し、自費で賃貸住宅に住み続く

ケースもある。 

5-4 考察 

孤独死の社会問題に見られるように、高齢者のような

社交力が少ない人々にはみなし仮設住宅は最適な選択

とは言えないと考えられる。 

みなし仮設に適した傾向としては、日中不在、居住環

境の条件を指定したい、行動自主力があるなど。建設型

仮設に適する人の傾向では、地域コミュニティが必要、

自主力が少ない人（高齢者、障害者など）がある。両仮

設住宅の比較を対照すると、建設的仮設住宅を選択する

上では自分がどの仮設住宅に合うのか十分検討されて

いるケースが多く、入居後の不満や悩みが相対的に少な

くなる。一方で、みなし仮設住宅は都市内にある関係で、

都市生活に新鮮感を感じる人も多い。また、支援情報や

物資やコミュニティの再建などのサポートの希望が少

ない人もみなし仮設を選択傾向がある。 

第六章 終わりに                   

6-1 みなし仮設住宅と建設型仮設住宅の比較 

みなし仮設には既存の賃貸住宅を活用することから

比較的短期間に提供可能であるが、地域に賃貸用空き家

がない場合は対応不能である。そのため、立地特性は「広

域点在」となる。郊外には賃貸住宅が少なくて探しにく

く、みなし仮設住宅は都市部で使いやすい。被災者が自

由に居住地を選択できるのは利点である。悪い点は被災

者の所在地が集約しないために、行政によるみなし仮設

入居者の訪問が不確実になることである。また、建設型

仮設住宅のための用地確保や建設期間が必要であり、早

期に入居することができない。そして、大規模の仮設団

地は都市内に建設しにくいので多くのが郊外に建設さ

れている。コスト面では、１戸当たりの建設費用は約600

万円かかるのに対し、みなし仮設は 2年で 183 万円とな

り、コスト上のメリットは大きい。 

早めに入居したい人や自分で賃貸住宅を探せる行動

力がある人がみなし住宅を選択する傾向がある。一方で、

周りの人に被災者と思われたくないことから訪問や支

援活動を断るみなし仮設入居者もいることから、被災自

治体の事務負担が重くなる。逆に、仮設団地内には、被

災者は集中されてから現状把握しやすい。集会所もある

のでサポート活動を開催しやすい。 

図 4 みなし仮設と建設型仮設の比較 

 
6-2 今後の両仮設住宅の発展の傾向に対する考察 

 内閣府の「大規模災害時における被災者の住まいの確

保策に関する検討会」でも議論されており、みなし仮設

住宅がさらに増えるものと推測される。熊本地震では、

約７割の仮設入居者がみなし仮設住宅を利用し、都市部

での大規模災害では主流化いくと思われる。今後大災害

で建設型仮設住宅では対応しきれない可能性がある。し

かしながら、みなし仮設住宅に住み都市間を移動すると、

後年戻ってくるのが難しくなる。災害を機に人口が大き

く移っていくことが考えられる。都市計画の面から考え

ると、みなし仮設住宅に容易に頼るのはよくないと考え

られる。 

6-3 提案：みなし仮設から建設型へ住み替え制度 

みなし仮設住宅の提供費用に比べて、建設型仮設の建

造コストは高価な一方、2018 年 3 月末現時点で、熊本

地震の被災者が入居する建設型仮設住宅で、県全体の約

19％に当たる 814 戸の空室が発生している。これは資源

の無駄だと考えられる。 

また、第五章に述べるとおり、行政職員がみなし仮設

に個別訪問を実施する時に、頻繁に拒否される場合もあ

り、みなし仮設の方と本心で相談しにくい、生活再建も

進みにくいなどの課題もある。逆に、建設型団地内では

訪問しやすい。 

みなし仮設の入居者の中には、元コミュニティを離れ

る孤独感があった場合もある。特に高齢者、障害者など

行動自主力が薄い人々である。こういった人々が建設型

団地に住み替えれば、心理的には快適になれる。これは

建設型仮設の有効利用することにもなり、みなし仮設入

居者が後日建設型団地に住み替えることを容認する制

度の整備を提案したい。 
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・不動産屋の対応が遅い
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・自宅再建
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・仕事
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